
土地収用事務処理要領

（趣 旨）

第１条 新潟県土木部所管の公共事業に必要な土地等について、用地交渉が困難化して

いる事業等の土地取得等の促進を図るため、土地収用法（昭和２６年法律第２１９号。

以下「法」という。）による収用手続等を必要とする事業の決定その他土地収用に関

する事務は、別に定めるもののほか、この要領に定めるところにより処理するものと

する。

（収用移行想定事業の評価及び報告）

第２条 地域振興局土木部関係部（所）の長（以下「地域機関の長」という。）は、法

第３条に該当する土木部所管事業であって用地交渉の困難化等により土地収用手続を

必要とする事業（以下「収用移行想定事業」という。）について、次の各号のいずれ

か早い時期を経過した時までに土地収用手続に移行できるよう、別紙「収用手続移行

の基準」を基に事業毎に評価しなければならない。

(1) 一つの事業認定単位における用地取得率（土地所有者及び関係人（以下「地権者
等」という。）の全体数に対する契約済みの地権者数の割合をいう。）が８０パーセ

ントとなった時

(2) 一つの事業認定単位において、用地幅杭の打設が終了してから３年を経た時
２ 地域機関の長は、前項に定める事業毎の評価について毎年５月３１日及び１１月

３０日現在の状況を、別に定める期日までに「用地補償進捗状況等一覧表」（様式１）

により、用地・土地利用課長に報告しなければならない。

（収用移行想定事業の進行管理）

第３条 地域機関の長は、前条により作成した用地補償進捗状況等一覧表により進行管

理を行い、事業の進捗状況等に応じて、収用移行想定事業の追加又は削除を行うとと

もに、適宜収用手続移行の評価を見直すものとする。

２ 前項による進行管理等により、特に土地収用手続が必要と認められる事業があると

きは、前条による定期的な報告とは別に用地・土地利用課長に協議することができる

ものとする。

（収用ヒアリングの実施）

第４条 用地・土地利用課は、本庁事業所管課（以下「事業課」という。）とともに、

第２条第２項により報告を受けた事業及び前条第２項により協議を受けた事業につい

て、用地の取得状況、未買収物件の状況及び地権者等との交渉経過、地域機関として

の今後の方針などを把握するため、必要に応じて地域機関担当者からヒアリング（以



下「収用ヒアリング」という。）を行うものとする。

（収用移行検討事業の区分整理）

第５条 用地・土地利用課は、収用ヒアリングによる実態把握及び地域機関の意向並び

に各事業課の意向を踏まえ、別紙「収用手続移行の基準」により、収用移行について

検討が必要な事業を区分しておくものとする。なお、緊急性の高い案件については、

土木部長が収用移行予定事業として具体的な方針等を決定する。

（具体的なスケジュール等の打合せ）

第６条 用地・土地利用課、所管事業課及び地域機関の担当者は、収用移行予定事業に

ついて、具体的な方針及びスケジュール等の打合せを行い、当該スケジュールにより

それぞれ協力して事業認定申請作業を開始するものとする。

（事前説明会の開催）

第７条 地域機関の長は、法第１８条の規定による事業認定申請を行う前に、法第１５

条の１４に基づく事前説明会を開催しなければならない。

２ 地域機関の長は、事前説明会の実施状況を用地・土地利用課長へ報告するものとす

る。

３ 事前説明会の開催方法等の詳細については別に定める。

（事業認定申請書の提出）

第８条 用地・土地利用課長は、法第１８条の規定により北陸地方整備局長に事業認定

申請を行うときは、所管事業課長と協議しなければならない。

（任意交渉による最終交渉等）

第９条 地域機関の長は、法第２６条の規定による事業認定の告示があったときは、用

地交渉の妥結していない地権者等に対して補償金額を提示し、任意交渉による土地等

の取得等のための最終的な交渉である旨を、原則として書面をもって、通知しなけれ

ばならない。

２ 前項による通知は、原則として、収用裁決の申請を行う前までに行うものとする。

（収用裁決の申請等）

第１０条 用地・土地利用課長は、法第３９条及び第４７条の３の規定により収用委員

会に裁決の申請及び明渡裁決の申立てをするときは、所管事業課長と協議しなければ

ならない。

２ 用地・土地利用課長は、前項による協議の結果、裁決の申請及び明渡裁決の申立て

をする必要があると認めるときは、その手続をとらなければならない。



３ 前項の手続をとる場合は、あらかじめその旨を地域機関の長に通知するものとする。

（明渡裁決に定められた義務を履行しない場合の取扱い）

第１１条 収用委員会による明渡裁決があったにもかかわらず、相手方がその義務を履

行しない場合で、やむを得ないと認められるときは、用地・土地利用課長は所管事業

課長及び地域機関の長と協議の上、行政代執行法の定める手続へ移行するものとする。

（補償金の払渡し）

第１２条 用地・土地利用課長は、法で定めるところにより、権利取得裁決において定

められた権利取得の時期までに、権利取得裁決に係る補償金等を払渡すこと及び明渡

裁決で定められた明渡しの期限までに、明渡裁決に係る補償金を払渡すこととする。

（所有権の移転登記）

第１３条 地域機関の長は、用地・土地利用課長から裁決書及び補償金支払受領書など

補償金の払渡しを証する書類の送付を受け、裁決書記載の権利取得の日以降速やかに

所有権移転登記の嘱託を行うものとする。

（都市計画事業の取扱い）

第１４条 都市計画法による事業認可を受けている事業については法の事業認定を要し

ないことから、第７条及び第８条の規定は適用しない。

２ 前項の場合、第９条の規定による通知は、第５条による収用移行予定事業としての

方針決定を受けてから収用裁決の申請を行うまでの間に行うものとする。

３ 第２条の規定は都市計画事業の場合に準用する。この場合において、同条第１項中

「一つの事業認定単位」とあるのは「一つの事業認可区間」と読み替えるものとする。

附 則

この要領は、平成１５年２月２８日から実施する。

附 則

この改正後の要領は、平成１９年１２月３日から実施する。

附 則

この改正後の要領は、平成２６年１１月１日から実施する。



別 紙

収用手続移行の基準

区 収用手続き 内 容 備 考

分

１ 当該事業効果の早期発揮に当たって特に重要な （条件）

用地等であり、当該用地等の取得等ができないこ 全ての要件

とで工事の進捗に著しい影響を与えているもの を満たすこ

Ａ 収用手続 ２ 残件が絞られており、任意交渉による妥結がき と

移行 わめて困難なもの

３ 残件地権者等全てにおいて、個別交渉を実施し

ており、なおかつ充分に説明を尽くしたと認めら

れるもの

１ 残件が絞られてきているが、任意で解決する見 （条件）

込が残されているもの いずれかに

２ 行き詰まった交渉の打開を図るために収用手続 該当

Ｂ 収用手続 を前提とした任意交渉に入る段階であると判断さ

検討 れるもの

３ その他、区分Ａのレベルまでは達していないも

の

注 上記基準によりがたい場合には、別途検討するものとする。


